
判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

10.緑の基本計画策定事業（継続）

4.ごみ減量推進事業（継続）

5.塵芥収集事業（改善）

6.し尿収集事業（継続）

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

①「自然環境が保全されている」と感じる市民の割合（平成17年9月市民アンケート調査） ％

3.自然環境
の保全と活
用

Ⅰ 身近な自然と歴史文
化を未来に伝えるまちを
創る

Ⅰ-1 地球の未来を思
い、多様な自然を尊重す
るまち

Ⅰ-1-2 豊かな自然のな
かに、ふれ合いの場が整
備されている

-

施策名

Ⅰ-1-1 環境への負荷の
少ない暮らしや事業活動
が行われている

世帯

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①住宅用太陽光発電システム設置件数（市内で設置している世帯の数）

②【補完指標】エコファミリー事業（家庭での環境にやさしい生活）へ新規に参加した家庭の数

2120.4％ 20.4

・土器川生物公園が、自然に親しめる環境として市民に活用されることを望む。
・綾歌山系（城山・猫山・高見坊）綾歌森林公園、綾歌土器川公園等の整備・保存が不十分である。また、このような自然公園をはじめ市内の
公園・緑地、市道街路樹などは、地域や市民活動団体との協働で管理していくことも検討すべきである。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

2.循環型社
会の構築

A 予定どおり（以上）である

259

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①資源ごみの収集率（資源ごみの収集量／ごみの総収集量）

160
(H20)

A 予定どおり（以上）である

1.地球温暖
化の防止

160

太陽光発電など環境にやさしい新エネルギーの利用と省エネルギーを推進し、地球温暖化の防止に取り組む。

400

施策の
進捗に
ついて

太陽光発電システムの普及については一定の効果を得たが、平成20年度から
当該補助制度を廃止したため、「エコ・ファミリー事業」についての指標を補完的
に追加した。平成20年度の実績１６０世帯を基準値として、今後進捗の度合い
を管理する。
（参考）H19指標の実績：①４１３②なし

家庭で取り組む環境にやさしい行動を決めて１年間取り組んでいただき、３ヶ月
ごとに報告、１年間継続していただく制度を「家庭版エコ・ハート」とし、家庭から
電気・ガス・水道・ガソリン・灯油・軽油の使用量を４ヶ月に一度市に報告してい
ただき、市が温室効果ガス排出量を算出して登録者にお知らせし、２年間継続
していただく制度を「家庭版エコ・リーダー」とする。各コミュニティに３０世帯程度
依頼し、報告用紙もコミュニティで回収してもらう。また、子供版エコファミリーを
作成し、小学校５年生に夏休みの１ヶ月間取り組んでいただく。

今後の
展開等
につい
て

650

1.住宅用太陽光発電システム導入促進事業（継続）

2.環境にやさしい事業所推進事業（継続）

3.エコファミリー推進事業（拡大）

8.野外活動センター整備事業（継続）

9.松くい虫防除事業（継続）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

生活環境部

政策体系

Ⅰ-1 地球の未来を思
い、多様な自然を尊重す
るまち

Ⅰ 身近な自然と歴史文
化を未来に伝えるまちを
創る
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【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。

A 予定どおり（以上）である

【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。
【個別事項】
＜資源ごみ収集事業＞市直営による収集業務のメリットを活かし、資源化の推進と収集回数・品目の適正化など市民サービスの向上につ
ながる取組、市民との交流によるＰＲ方法について検討すること。

・地球温暖化の防止のためには、自然環境（緑化・水の大切さ）の整備も大切である。関係部署がタイアップした啓発事業が必要である。

1
次
評
価

有価物の高騰等により、資源ステーションから紙類等の抜き取りが発生し、パト
ロール等を実施して被害防止に努めた。
（参考）H19指標の実績：①２２．３

施策の
進捗に
ついて

循環型社会の構築に向けて、資源ごみの再利用についての啓発や市民による
リサイクル活動を支援するとともに、今後ストックヤード等リサイクル施設の整
備についても検討する必要がある。また、収集品目の統一や収集回収の見直
し等、より効率的な収集体制を整える必要がある。

今後の
展開等
につい
て

7.資源ごみ収集事業（改善）

施策の概要

自然界から採取する資源を最小限に抑え、※４Ｒを推進する。また、資源ごみを効率的に再利用するために、市の施設を整備し、ごみの分別処理機能の充
実を図る。

-

外
部
評
価

件

50

飯野山や土器川など豊かな自然を保存するとともに、親水護岸や遊歩道などを整備し、市民と自然、市民と市民のふれ合いの場として活用する。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

・塵芥・し尿は極力民間委託を推進するとともに、ごみ減量化の推進にあたっては、幼児期からの保護者や各地域を含めた教育・啓発などが
必要と考える。また、資源ごみの収集には、全市民が資源ゴミに関心を持ち協力する体制づくりが大切ではないか。
・可燃、不燃ごみ収集業務を民間委託する方向に向かっているようだが、資源ごみを直営で行うのであれば、島などのごみ収集については引
き続き直営でしてはどうか。
・瀬戸内海のゴミが外洋に流出して問題になっている。他の自治体と連携して解決のために努力してほしい。

46
(H17.9)

外
部
評
価

指標の数値はまだ得られていないが、平成２０年度に緑の基本計画策定に先
立ち、市民３０００人を対象に実施した「緑のまちづくりアンケート」では、約６
０％が「保全されていると感じる」との回答を得ている。土器川生物公園ゲート
プラザについては、平成２０年度に事業が完了した。
（参考）H1指標の実績：①なし

施策の
進捗に
ついて

都市経済部

教育部
緑の基本計画については、平成21年度策定完了に向け作業を進めているが、
早期に策定し、緑の保全と自然を活用し、市民参画による活発な活動をさらに
推進したい。土器川生物公園ゲートプラザについては、活用を促進するため、
今後は広報・周知に努めたい。また、最近登山者が急増している飯野山につい
ては、野外活動センターの整備のあり方について、今後関係者と協議する必要
がある。

今後の
展開等
につい
て

A 予定どおり（以上）である

生活環境部

【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。
【個別事項】
＜住宅用太陽光発電システム導入促進事業＞国の低炭素社会に向けた取組を踏まえ、市としても一般家庭への支援や公共施設での設
置促進について検討が必要と思われるので、事業の方向については「改善」とする。
＜環境にやさしい事業所推進事業、エコファミリー推進事業＞事業の成果をもっと市民にわかりやすく具体的に公表し、取組についてＰＲ
する方法を検討すること。

A 予定どおり（以上）である

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価



判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

【施策の進捗等について】
・予定どおり進んでいる。
・新たな観光スポットの創出として、旧金毘羅街道（丸亀街道）の整備について具体的に検討すること。
・成果指標「笠島まち並保存センターへの年間見学者数」について、実績値がすでに目標値を超えているので、目標値の見直しを検討する
こと。

A 予定どおり（以上）である

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価

A 予定どおり（以上）である

教育部

外
部
評
価

市街地再開発については、都市計画決定の廃止に向けて、都市計画変更素案
の閲覧等を行った。景観については、市民公募による景観資源の調査、景観に
対する市民意見の把握のためアンケート調査・ワークショップを実施した。
（参考）H19指標の実績：①なし②なし

施策の
進捗に
ついて

都市経済部

市街地再開発事業については、平成21年度で都市計画決定を廃止し、新たに
地区計画（丸亀駅前南地区地区計画：0.9ha）の都市計画決定を行い、地区内
の用途の制限等を設ける。景観については、平成21年度で景観計画を策定し、
景観形成の方針等を示す。中心市街地の活性化については、これまでの商業
振興中心の施策から、「人が定住し、生活を営むこと」で、持続可能なにぎわい
を創出する取組みが不可欠であると考える。

今後の
展開等
につい
て

48
(H17.9)

45

都市計画マスタープランに沿った適正な土地利用と市街地の整備を進める。さらに、まちの景観を良くするための基本計画を策定し、自然と都市が調和した
美しいまちづくりに取り組む。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

・貴重な文化財である城山（西長尾城跡）の保存・整備が全く出来ていない。国指定史跡となることを目指しているようなので大切に取り組んで
ほしい。

37
(H17.9)

施策の概要

市内に所在する重要な史跡を保存・整備し、市民や観光客が丸亀市の歴史にふれることができる場として活用する。

2116

外
部
評
価

人

・県の「０９香川まちめぐり てくてくさぬき」本市の「ちょっと寄り道こんぴら街道」について、歩いて見て古き良き時代をなつかしむだけでなく、歩
いて見て感じたことのひとつひとつを景観の修景・保全につなげる努力が必要である。丸亀街道・高松街道も笠島のまち並みのように復元・修
景・保全に努めるべきである。

1
次
評
価

現在、丸亀城整備事業は休止、快天山古墳整備事業も未買収地購入の手続き
が遅れる等目に見えて進んでいるものはないが、「広報まるがめ」裏表紙に「市
内の遺跡」の連載を開始しており、市内にある主要な遺跡の紹介し、周知を
図っている。

施策の
進捗に
ついて

「広報まるがめ」で市内の遺跡の周知を図り、文化財は貴重な文化遺産であ
り、歴史文化の正しい理解のために欠かせない物として保存整備の機運を高
める。これらの遺跡を整備・活用し、体感することによって後世へ守り伝えてい
く。一方、開発に伴う保護事業は、事業活動の障害にもなりうるが、相互理解の
うえ保護措置を実施する必要がある。

今後の
展開等
につい
て

18.市指定文化財整備事業（継続）
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【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。
【個別事項】
＜中心市街地活性化事業＞街なかの定住促進に向け、税制面でも考慮するなど、新たな制度導入についてさらに検討が必要と思われる
ので、事業の方向については「改善」とする。

A 予定どおり（以上）である

【施策の進捗について】
予定どおり進んでいる。
【個別事項】
＜史跡等整備推進事業＞亀山公園内の園路整備と合わせて、都市計画課と連携のもと、動物園、遊園地の跡地整備を早急に進めるこ
と。
＜史跡快天山古墳整備事業＞地元保存会など地域住民と連携したなかで適切な管理・運営に努めること。

19.景観計画策定事業（継続）

20.中心市街地活性化事業（継続）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

教育部

政策体系

Ⅰ-2 まちの歴史・文化を
学び、未来に伝えるまち

Ⅰ 身近な自然と歴史文
化を未来に伝えるまちを
創る

11.まち並保存推進事業（継続）

12.笠島伝統的建造物群保存修理事業（継続）

13.文化財保護事業（継続）

14.こんぴら街道まち歩き事業（継続）施策の
進捗に
ついて

まち並み保存センターを訪れる人数が前年度よりかなり増加しており、平成23
年度の目標値を上回る成果が得られた。
（参考）H19指標の実績：①１７５４

本島町の伝統的建造物群のまち並みを維持し、地元のNPO法人と協力して、
島の活性化、市民文化の向上を図りたい。また、「こんぴら街道」や周辺史跡の
保存に努め、まち歩き行事などを通じ、市民によるまちの魅力の掘り起こしを推
進する。

今後の
展開等
につい
て

1800

伝統的建造物を修理・修景するなど、歴史的に継承されてきたまち並みと一体的な景観の保全に努め、学習・観光資源として活用する。

1443

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①「歴史・文化が豊かで個性がある」と感じる人の割合（平成17年9月市民アンケート調査）

A 予定どおり（以上）である

4.歴史的景
観の保全

・「新たな民間活力の導入、調和した土地利用」こうしたことは、数年来同じことが言われている。特に商店街については、アーケードやカラー
舗装の設置・補修等に伴う団体への補助金など、市の予算が多く投入されているが、依然衰退した状況が続いており解決の兆しが見られな
い。中心市街地の活性化に向けて、本年度から定住促進に向けた取組がなされているようであるが、現時点での施策の進捗状況について
は、Ａ評価（予定どおり（以上に）進んでいる）とは言えない。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

5.文化財の
保護

A 予定どおり（以上）である

％
20

(H17.9)
25-

施策名

Ⅰ-2-1 歴史的遺産の価
値が理解され、守られて
いる

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①笠島まち並保存センターへの年間来訪者数　　※H23時点で基準値より５％増を目標

Ⅱ 日常生活が営みやす
くにぎわいと活力のある
まちを創る

Ⅱ－１　日常生活が便利
で快適なまち

Ⅱ-1-1 地域特性を活か
した土地利用により、良
好な生活空間が築かれ
ている

-

55

％

6.適切な土
地利用と市
街地の整備

-

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

①「適正な土地利用、市街地整備ができている」と感じる市民の割合（平成17年9月市民アンケート調査）

②「景観に配慮したまちづくりができている」と感じる市民の割合（平成17年9月市民アンケート調査） ％

15.埋蔵文化財調査事業（継続）

16.史跡等整備推進事業（拡大）

17.史跡快天山古墳整備事業（継続）



判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

24.東汐入川緑道公園整備事業（継続）

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

①コミュニティバスの年間乗車人数　　※毎年利用者１％増加を目標

②【補完指標】コミュニティバス1台の乗車人数　　※毎年５％程度の増加を目標 人 8

人

9.公共交通
の整備

9.5

Ⅱ 日常生活が営みやす
くにぎわいと活力のある
まちを創る

Ⅱ－１　日常生活が便利
で快適なまち

Ⅱ-1-2 公共交通機関や
道路が整備され、安全で
便利な生活ができる

200310

施策名

Ⅱ-1-1 地域特性を活か
した土地利用により、良
好な生活空間が築かれ
ている

戸

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①区画整理整備済面積　　※現在実施している事業のH23完了を目標

②市営住宅改修済戸数　　※毎年６０戸前後の改修を目標

55-％
51

(H17.9)

・コミュニティバスの乗車人数が増加しているのは良い傾向である。
・コミュニティバスの乗車人数が横ばいならば、Ａ評価（予定通り進んでいる）でも可と考える。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

8.公園の整
備

A 予定どおり（以上）である

2.1

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①「公園・緑地が整備され、よく維持管理されている」と感じる市民の割合（平成17年9月市民アンケート調査）

400

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

7.住宅・住空
間の整備

580

良質な宅地の整備を推進します。また、健康で文化的かつ安全な住宅を提供できるように、計画に基づいて市営住宅の整備と管理に努める。

700

施策の
進捗に
ついて

土地区画整理については、地権者等と調整し、一部工事を行った。保留地処分
については、処分単価を引下げ、処分を進めた。市営住宅の改修については、
年次計画に基づき計画どおりの進捗状況である。
（参考）H19指標の実績：①２．１②５２１

土地区画整理については、施行者の組合との協議・調整に努め、計画期間内
での事業進捗を促したい。また、市営住宅については、施設の老朽化が進む
中、年次計画に基づき順次改修し、安全かつ文化的な住宅の提供に努めた
い。

今後の
展開等
につい
て

6.1

21.土地区画整理事業（継続）

22.市営住宅整備事業（継続）

23.住宅用火災報知器設置事業（継続）

25.コミュニティバス等運行事業（継続）

26.離島航路補助事業（継続）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

都市経済部

政策体系

Ⅱ－１　日常生活が便利
で快適なまち

Ⅱ 日常生活が営みやす
くにぎわいと活力のある
まちを創る

Page(3/14)

【施策の進捗等について】
・コミュニティバスの乗車人数は、前年度に比べかなり増加しているが、依然基準値を下回っているため、判定をＢとする。
・指標「コミュニティバス1台あたりの乗車人数」について、実績値が目標値を超えている。「地域公共交通連携計画」の作成とも合わせて、
目標値の見直しや、新たな指標設定についても検討すること。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。

特になし

1
次
評
価

指標の数値は得られていないが、平成２０年度に緑の基本計画策定に先立ち、
市民３０００人を対象に緑の「まちづくりアンケート」を実施したところ、回答者の
54％が公園・広場の印象について、質または量がそれぞれ「よい」と感じている
との回答を得ている。
（参考）H19指標の実績：①なし

施策の
進捗に
ついて

平成19年度に市民広場の整備が完了し、今後は、東汐入川の埋立地を利用し
た緑道公園の整備を重点的に推進する。

今後の
展開等
につい
て

施策の概要

人口動向や利用状況などを調査し、地域の実態に応じて公園を整備するとともに、既存施設のバリアフリー化などを行い、誰もが安心して利用できる施設に
する。

2.1

外
部
評
価

ha

215500

民間路線バスや離島交通を確保し、コミュニティバスを運行する。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

・公園については、施設のバリアフリー化、トイレなど便益施設の設置、芝生による緑化などある程度の整備ができているが、草抜き等維持管
理が不十分な箇所が時々見受けられるので、施設の維持管理についても十分にお願いしたい。
・公園の整備対象が片寄りすぎていないか。また、この種の事業は市民団体等と十分連携をとり協働事業とし取り組み、行政が適切な支援を
行うべきである。

203308

外
部
評
価

平成１９年１０月１日にダイヤ、コースを見直し、平成20年度の乗車人数は前年
度よりかなり増加した。コース等の見直しが市民生活にある程度浸透してきた
ように思われる。
（参考）H19指標の実績：①１７６５２９②６．２

施策の
進捗に
ついて

生活環境部

コース、ダイヤの周知徹底と利用促進のPRの強化に努める。

今後の
展開等
につい
て

6

A 予定どおり（以上）である

都市経済部

【施策の進捗等について】
土地企画整理について、保留地処分の進捗は認められるが、整備実績が向上していないことにより、判定をＢとする。早期に事業を完了さ
れたい。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価



判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

【施策の進捗等について】
市道整備延長があまり伸びていないことから、判定をＢとする。特に、中津土器線の４車線化と周辺道路整備については、国の交付金、経
済対策を活用し、早期完了に努めること。
【個別事項】
＜生活道路整備事業＞市道の維持管理についても、道路の修繕計画を立て優先順位を決めておくなど、毎年度予算の範囲内で効率的な
改善に努めること。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価

A 予定どおり（以上）である

上下水道部

外
部
評
価

平成２０年度は、公共下水道をほぼ計画通り整備したことにより整備面積は予
定通り向上したが、下水道普及率は旧丸亀市街地の人口減少（流出）に伴い停
滞した。水洗化率は、公共下水道、及び農業集落排水施設双方とも予定通り向
上している。また、合併処理浄化槽についても、予定通り設置促進している。
（参考）H19指標の実績：①公共４４．２農集２．７②公共９０．６農集６９．９③３９
９６

施策の
進捗に
ついて

上下水道部

公共下水道の整備と合併処理浄化槽の設置を中心に、生活排水処理施設の
整備を進めたい。また、劣化、老朽化した処理施設、ポンプ施設及び管きょ施
設の計画的な改築、更新及び耐震対策を図る。一方、農業集落排水事業につ
いては、管路整備が平成19年度完了しており、今後は水洗化率の向上を図る
等の施策が必要である。

今後の
展開等
につい
て

公:88.5
農:75.6

公:48.8
農:2.9

管きょやポンプ場、処理場など下水道施設を整備し、下水道普及率の向上に努めるとともに、下水道への接続を啓発し、水洗化率の向上を図る。また、合併
処理浄化槽設置の促進を図るとともに、雨水幹線水路で越水による浸水を防止するための対策を検討する。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

・上水道の整備について、全体的には目標に向かって進んでいると思われる。
・基本的に「メンテナンスの時代」に入っている上水道においては、老朽管整備、石綿管更新、耐震化などにもっと力を入れていくべきである。
・老朽管と石綿管の更新について、総延長12,810ｍのうち平成20年度までに整備が完了した累計が4,830ｍ（達成率37.7％）となっており、残り
3ヵ年で目標を達成するには多額の投資が必要と思われる。コスト削減を図りながら早期完了を望むとともに、綾歌・飯山地区の消火栓整備と
も深く関連すると思われるので、消防部局と連携のもと効率的に事業を進めてもらいたい。
・自己水源の開発について、深井戸の掘削も必要であるが、三豊市の「宝山湖」規模の水源確保を中讃広域で取組む必要があると考える。

公:43.5
農:2.2

施策の概要

災害に強く安全な水を安定して供給するため、新たな水源を確保するとともに、浄水場の施設を計画的に整備更新し、老朽化した配水管の更新や連絡管を
整備する。

47.7

外
部
評
価

㎞

・道路整備については、予算の範囲内で早急に工事を進めていただきたい。なかでも、浜街道の富士見町近辺の朝夕のラッシュ時の混雑は異
常であり、交通事故も心配である。
・まちづくり交付金事業（中津土器線4車線化、御供所地区環境整備）は前年度に比べ今年度の事業費を大きく増加しており、これに対し市道
幹線道路、生活道路の整備に対する投資額の伸びは小さいものとなっている。もう少し市全域での道路整備に投資されることを望む。
・道路はインフラであり、市民生活に大きな影響を与える。国道、県道、市道の区別があいまいな市民にとっては、「国道」だから「県道」だから
整備が遅れているというのは理由にならない。特に生活道路の整備は急いで欲しい。

1
次
評
価

老朽管の更新のうち石綿セメント管の更新については、平成20年度から配水本
管の更新を従来の更新の上に実施するため、進捗が従来の計画よりかなり進
むことになる。
（参考）H19指標の実績：①１００１０

施策の
進捗に
ついて

平成20年７月の水道事業変更認可（第９次拡張計画）に基づき、施設の整備・
更新を図っていく。今後の課題としては、主要な施設の耐震化や水の高度処理
化も求められているので、早急に調査を開始し、これらに対処した事業計画を
策定し、安全で安心、おいしい水の供給確保はもとより、災害時にも安定的な
水の供給を行えるよう図っていきたい。

今後の
展開等
につい
て

34.自己水源開発事業（継続）
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【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。

A 予定どおり（以上）である

【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。
【個別事項】
＜水道施設耐震化事業＞耐震化計画の策定にあたり、他の施設整備も含め、水道事業経営の長期的視点に立って検討すること。

36.公共下水道整備事業（継続）

37.浄化センター施設再構築整備事業（継続）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

都市経済部

政策体系

Ⅱ－１　日常生活が便利
で快適なまち

Ⅱ 日常生活が営みやす
くにぎわいと活力のある
まちを創る

国道３２号改築事業（）

国道４３８号改築事業（）

県道道路橋りょう整備事業（）

27.中津土器線4車線化事業（改善）

28.市道幹線道路整備事業（改善）

29.生活道路整備事業（継続）

施策の
進捗に
ついて

平成20年度は公共工事の抑制、財政的な問題などにより、整備延長が伸び悩
んでいる。
（参考）H19指標の実績：①４７．４②２．９

補助金はおおむね計画通りであるが、厳しい財政のもと、今後は必要性の高い
事業から整備を進めていく必要がある。平成21年度については、国の経済対策
を活用し、中津土器線や市道幹線道路を前倒しで整備したい。

今後の
展開等
につい
て

49.6

30.御供所地区環境整備事業（継続）
3

国道・県道の拡幅、歩道の設置、バリアフリー化や都市計画道路、地域間の幹線道路、市民生活に必要な生活道路の整備などを行う。

6.6

47.2

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①更新できていない老朽管（石綿管含む）の延長

2.3

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

10.道路の整
備

・災害時に備え、施設の老朽化に伴う耐震補強にも力を入れてほしい。
・公共下水道や農業集落排水施設で接続率が低いことは、引き続き深刻に受け止めるべき問題である。（利用されないのでは何のために多額
のお金を投じて整備しているのかわからない。）未接続の１割ぐらいをやっと訪問したとのことであるが、10年はかかる。一旦工事をストップして
でも、部を挙げて一斉全戸訪問なり、少なくとも対象世帯全てに対し電話をかけるなどをすべきである。

A 予定どおり（以上）である

11.上水道の
整備

A 予定どおり（以上）である

m 12810 85507980

施策名

Ⅱ-1-2 公共交通機関や
道路が整備され、安全で
便利な生活ができる

Ⅱ－１　日常生活が便利
で快適なまち

㎞

Ⅱ 日常生活が営みやす
くにぎわいと活力のある
まちを創る

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①市道整備延長（幅員2m以上の歩道を設置している市道の延長）　　※毎年０．４km程度の整備を目標

②市道のバリアフリー化整備延長　　※毎年０．７km程度の整備を目標

3210 4377

公:44.0
農:2.7

Ⅱ-1-3 上下水道が整備
され、快適で文化的な生
活ができる

5700

公:91.0
農:82.0

％

12.生活排水
処理施設の
整備

公:92.2
農:77.0

基

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

①下水道普及率（公共下水道・農業集落排水施設を利用できる市民の割合）

②水洗化率（公共下水道・農業集落排水施設を利用できる区域で、接続している市民の割合）

③合併処理浄化槽設置補助基数

％

31.老朽管整備事業（継続）

32.石綿管更新事業（継続）

33.浄水場施設整備・更新事業（継続）

35.水道施設耐震化事業（継続）

38.ポンプ場施設再構築整備事業（継続）

39.合併処理浄化槽設置推進事業（継続）

40.公共下水道改築・更新事業（継続）



判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

60.幼稚園耐震補強事業（改善）

61.保育所耐震補強事業（継続）

62.市民体育館整備事業（継続）

48.農地・水・環境保全向上対策事業（拡大）

50.小手島漁港整備事業（継続）

51.スペース114運営事業費（改善）

52.商工会議所運営等補助事業（継続）

53.商店街振興事業（継続）

55.商工業振興融資事業（改善）

56.観光振興事業（改善）

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

①学校施設の耐震診断率（小中学校施設のうち、耐震診断を終えた施設の割合）　　※H23耐震診断完了を目標

②学校施設の耐震化率（小中学校施設のうち、耐震基準を満たしている施設の割合）

③市民体育館の耐震改修進捗率　　※耐震診断完了５％、実施設計完了１０％、工事完了１００％

％

100

88.3

％

15.建物の耐
震化の推進

46.7

％

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

0 5

Ⅲ-1 災害や犯罪から人
や地域をまもるまち

Ⅲ-1-1 公共施設に十分
な耐震性があり、地域の
防災性が保たれている

100

施策名

Ⅱ-2-1 地域産業が活発
で、身近に働く場がある

②市を訪れた年間観光客数　　※毎年３万２千人（１．５％）程度の増加を目標 万人

％

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①認定農業者数（農業経営改善計画を作成し、市が認定した農業者の数）  　※担い手名簿の３０％認定を目標

②水田の利用集積率（市の水田面積に占める認定農業者が利用する水田面積の割合）

228176万人

220

221

168

・危機管理対策は時代のすう勢であり、万全な対策が求められている。経済的理由と緊急度の尺度は容易ではないが、早急に実施すべき施
策である。なかでも、教育現場の耐震化補強事業と海岸線保全事業は国との連携（予算面）をとりながら、急ぐべきである。
・建物の耐震化については、予算規模も大きく市の重点課題として取り組んでいる施策と思われるが、小中学校に比べ幼稚園、保育所の整備
が遅れているようなので、早急に進められたい。
・施設の耐震化については、市長の公約であるから早急に率を高めてほしい。
・公共施設も維持管理の時代に突入しており、耐震化はもとより、維持管理についてもしっかりとしたコンセプトや計画のもと、地道に取り組ん
でいくべきである。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

14.商工業と
観光の振興

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

62

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①商店街の年間通行者数　　※毎年１万４千人（０．５％）程度の増加を目標

204

5

A 予定どおり（以上）である

13.農林水産
業の振興

46.園芸特産物振興対策事業（継続）

47.土地改良事業維持管理適正化事業（継続）
8

担い手の育成・確保や園芸産地の確立、資源管理型漁業や栽培漁業の推進などにより、農林水産業の振興に努めるとともに、農道、水路、ため池などの土
地改良施設や林道、漁港などを整備し、総合的な生産基盤の整備に取り組む。

15

施策の
進捗に
ついて

H20年の認定農業者数は81人であり基準値より19人増となり、順調に増加して
いる。水田の利用集積率につては、実績値が８％であり基準値より３％増となっ
ており、順調に認定農業者への水田利用集積が進んでいる。
（参考）H19指標の実績：①７７②８

目標値達成のために今後とも丸亀市担い手育成総合支援協議会を中心とした
活動により認定農業者の育成・確保を図り、さらに水田の利用集積の必要があ
る。

今後の
展開等
につい
て

85

49.重要稚仔放流事業（継続）

県営農村振興総合整備事業（）

41.需給調整システム構築支援事業（継続）

42.担い手経営活性化事業（改善）

43.中山間地域等直接支払制度推進事業（終了）

44.米麦生産振興対策事業（継続）

45.農業経営支援確立事業（継続）

58.小学校耐震補強事業（改善）

59.中学校耐震補強事業（改善）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

都市経済部

政策体系

Ⅱ-2 活力とにぎわいに
満ちたまち

Ⅱ 日常生活が営みやす
くにぎわいと活力のある
まちを創る
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【施策の進捗について】
学校施設をはじめとする公共施設の耐震化については、合併特例債等を活用し、予算の重点配分により取り組んでいるところであるが、
施設の耐震化率については依然高い水準とはいえないため、判定をＢとする。合併特例債期限（平成26年度）内での完了に向け計画的に
整備を進めること。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

【施策の進捗等について】
・商工業の振興と街なかの活性化については、本市の課題として従来から取り組んでいるところであるが、商店街通行者が減少している状
況などから、判定をＢとする。
・国・県など関係機関と連携しながら、中小企業の経営安定化策、雇用の維持確保に向けた取組を進めること。

・スクミリンゴ貝の薬剤補助は被害農家には歓迎すべきであるが、この貝は公有水面にも繁殖しており、公有水面での総合的な駆除体制など
が未整備（一部農地・水・環境保全対策で外来種の駆除で要注意外来生物となっている。）であり国・県などと対策を協議してそれぞれで役割
分担すべきである。また、この貝の発生地域等からの耕土の搬出・搬入を制限するのも一手段ではないか。

1
次
評
価

「商店街の年間通行者数」は郊外型大型店舗の進出が影響し達成がやや遅れ
ている。観光客数の減は、大半を占めるﾆｭｰﾚｵﾏﾜｰﾙﾄﾞの客数の減少によるも
のと思われる。
（参考）H19指標の実績：①２００②１８１

施策の
進捗に
ついて

中心市街地活性化拠点「秋寅の館」「スペース１１４」の更なる活動推進が必
要。まち歩き事業や各種まつりを通じさらに観光客の集客に努めたい。

今後の
展開等
につい
て

54.地場産業振興事業（改善）

施策の概要

既存の社会資本を活かし、街なかの活性化と商業地の整備を図るとともに、これまで培われてきた臨海部の工業地域などの活力を維持しながら、地域経済
の振興を図り、働く場の確保に努める。また、こんぴら街道やお遍路さんなど地域特有の観光資源やうちわ、菊、桃などの特産品を活かし、観光の振興を図
る。

81

外
部
評
価

人

100

小中学校などの教育施設をはじめ、市が管理する公共施設の耐震診断や耐震改修を行い、子どもたちや市民が安心して利用できる施設にする。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

・駅前再開発等商店街の活性化については、地元商店街・商工会議所・商工会の理解と協力なくしてなし得ない。
・観光客の増加について、テーマパーク（ニューレオマワールド）に大きく頼るのはリスクが大きいと考える。
・観光客だけではなく、市民が楽しめる企画を日常的に実行して欲しい。
・瀬戸内芸術祭などの好機をとらえて、観光振興に努力してほしい。
・丸亀駅前の噴水が止まり、緑化はしてあるが華やかさに欠ける。プランターでの植栽などを検討してほしい。
・華やかな駅前づくりに向け、広く市民の協力を求めつつ進めていくことも必要である。

62.3

外
部
評
価

耐震診断については優先度調査を含めて100%となっており、予定通り進捗して
いるが、市民体育館については、耐震診断は完了しているが、その後事業が進
捗していない。
（参考）H19指標の実績：①１００②４０③５

施策の
進捗に
ついて

健康福祉部

教育部
小中学校施設については、これまで緊急度の高い施設から耐震補強、改築（建
替え）を行ってきたが、耐震化率46.7％とまだまだ不十分である。合併特例債の
期限（平成26年度）を考慮した場合さらに進捗を図る必要があり、平成21年度
については、国の経済対策を活用して事業を前倒して実施する予定である。ま
た保育所施設については、補強・改修を早急に進めていく必要がある。市民体
育館については、これまで補強工事遅れており、早期着工に向け本年度実施
設計を取りかかる予定である。

今後の
展開等
につい
て

25.5

57.お城まつり開催事業（継続）

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

都市経済部

【施策の進捗等について】
・予定どおり進んでいる。
・農業や水産業において、担い手対策や学校給食等での地産地消を強く推進すること。

A 予定どおり（以上）である

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価



判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

【施策の進捗について】
高潮に備えた防潮壁の整備について、目標値に対しやや遅れている状況から、判定をＢとする。臨海部や島しょ部において、緊急性の高
い箇所から早急に整備していくこと。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価

A 予定どおり（以上）である

都市経済部

外
部
評
価

耐震性防火水槽設置については、20年度において4基設置し予定以上の進捗
状況である。消防団屯所の整備については、20年度において第4分団本部屯
所を整備したが、21年度以降の改修は整備予定地等の問題があり、やや遅れ
ている。
（参考）H19指標の実績：①３７②１２

施策の
進捗に
ついて

消防本部

耐震性防火水槽設置については、平成21年度で本島町山根児童館、川西町ｺ
ﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ、綾歌町馬指駐車場、綾歌町富熊小学校の4箇所に設置予定であ
る。消防団屯所については、建設予定地を関係部局と検討する予定である。本
年度、消防・救急・防災の拠点となる新消防庁舎の完成を機に、危機管理体制
を確立し、市民への啓発活動などを通じ市民、地域、行政が一体となって、さら
に防災力を強化する必要がある。

今後の
展開等
につい
て

11

45

消防庁舎など防災拠点を整備するとともに、消防防災設備や避難所などを整備し、災害時に迅速な対応ができる体制を整える。また、防災訓練などを積極
的に行い、防災に対する日常的な意識の向上を図る。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

・高潮対策と同様に、内陸部では急傾斜地や溜池、河川が多く、山崩れ、供水、河川の氾濫等危険性が高く改修・整備が急がれる。

33

施策の概要

浸水被害や土砂災害から市民の生命、財産を守るため、河川・排水路の改修や排水ポンプ場の整備、急傾斜地の崩壊防止対策などを進める。

0.9

外
部
評
価

㎞

特になし

1
次
評
価

平成20年度の成果指標の実績値は、目標値にほぼ等しく計画通り推移してい
るため、A判定とした。
（参考）H19指標の実績：①１０②５１

施策の
進捗に
ついて

河川や排水路、急傾斜地等の整備は、災害時に市民の安全を守るために重要
な事業であり、市民のニーズも非常に高い。今後も各事業を継続して実施し、
施策の実現を図りたい。

今後の
展開等
につい
て

66.急傾斜地崩壊防止対策事業（継続）
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【施策の進捗について】
消防団屯所の整備の遅れにより、判定をＢとする。本年度、新消防庁舎が完成し、防災行政無線が全市に整備されることを機に、市の危
機管理体制を強化するとともに、地域との連絡機能や協力体制を充実し、地域防災力のさらなる向上に努めること。
【個別事項】
＜救援物資備蓄推進事業＞非常食、飲料水備蓄量の増加については再度検討し、他の備蓄品の充実や大型店舗との備蓄協定などをさ
らに進めるべきとの考えから、事業の方向については「改善」とする。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

【施策の進捗について】
予定どおり進んでいる。

67.消防本部庁舎等整備事業（継続）

68.消防団屯所整備事業（継続）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

都市経済部

政策体系

Ⅲ-1 災害や犯罪から人
や地域をまもるまち

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

県営港湾整備事業（）

63.海岸保全事業（高潮対策）（改善）

施策の
進捗に
ついて

海岸保全事業（高潮対策）については、平成20年度における成果指標の実績
値が44%となった。
（参考）H19指標の実績：①０．６

異常気象が頻繁に起こり得る近年、海岸の防災力向上のため継続した事業展
開が必要である。経費を抑え、最大限の効果が発揮できるよう今後においても
効率的な施設整備の必要がある。平成21年度は国の経済対策を活用し、高潮
対策として江の浦港、本島港の整備を前倒しで実施する。

今後の
展開等
につい
て

1.7

港湾施設の耐震性を高めるとともに、高潮対策として海岸保全施設を整備し、地震・大雨など災害時における海岸付近の安全の確保に努める。

0.5

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①急傾斜地崩壊危険区域（斜面角度30度以上かつ高さ5m以上のがけで、崩壊のおそれがあるとして知事が指定した区
域）の改修率

22

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

16.港湾施設
の耐震化と
高潮対策

・市内全域（コミュニティ・自治会単位）で自主防災組織づくりを急ぐべきである。「自分の身は自分で守る」が基本であって、となり近所の協力が
最も大切である。消防・警察・自衛隊・市当局は、被災後の対応であって、防災体制づくりではまず、小規模での組織づくりと市民一人ひとりの
防災意識の向上が不可欠である。そのうえで、自助・共助・公助を考えるべきで、公助においては減災対策として常に有事を想定した事業を心
がけるべきである。
・駿河湾沖地震では、日頃の防災体制の整備が効を奏して、被害が少なかったようである。具体的に効果が実証されたもの（こと）は何か、情
報を取得して、今後の本市の教訓や指針としてほしい。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

％ 7
17.河川、排
水路、急傾
斜地等の改
修

A 予定どおり（以上）である

③【補完指標】計画区域内の流路工整備率

％

92

7

72

42

1111

18

施策名

Ⅲ-1-1 公共施設に十分
な耐震性があり、地域の
防災性が保たれている

②【補完指標】計画区域内の排水路の整備率 ％

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①防潮壁の整備延長（高潮に備えて、かさ上げなどの改修を行った防護施設の延長）　※毎年０．２km整備を目標

40

17

基

18.消防・防
災体制の整
備

13

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

①耐震性防火水槽設置基数　　※毎年２基ずつの整備を目標

②改修済の消防団屯所の数　　※毎年１箇所の整備を目標 箇所

大束川改修事業（）

64.排水路改修事業（継続）

65.砂防改修事業（継続）

73.救援物資備蓄推進事業（拡大）

69.綾歌・飯山地区消火栓整備事業（改善）

70.消防車両配備・更新事業（継続）

71.防火水槽新設事業（継続）

72.防災行政無線施設整備事業（拡大）



判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

76.防犯対策事業（継続）

77.少年育成センター活動事業（継続）

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

①消費生活にかかる年間犯罪件数

②【補完指標】消費者セミナー（「くらしのセミナー」等）への年間参加者数 人

Ⅲ-1-3 事故・犯罪の発
生しにくい安全・安心なま
ちである

250

件

21.消費者保
護対策の推
進

194

-

施策名

Ⅲ-1-2 防災・救急体制
が整っている

Ⅲ-1 災害や犯罪から人
や地域をまもるまち

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①応急手当普及講習を受けた市民の数　　※毎年１００人程度の増加を目標

1716団体 11

・これだけ消費者問題が頻発しているなかでの消費者セミナー回数、予算は決して十分とは言い難い。この問題は、行政による消費者保護対
策の啓発活動も大切であるが、それより大事なことは市民意識の向上である。現状の市民意識のもとで、これ以上の消費者セミナーが必要か
疑問である。セミナーには「特定の人」しか参加しないので、広報紙での啓発活動の方が有効と考える。
・携帯電話などを使った消費者をねらう犯罪も多く、学生にも情報発信して犯罪に遭わないための施策が必要だと考える。

A 予定どおり（以上）である

20.防犯対策
の推進

A 予定どおり（以上）である

1200

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①防犯活動（防犯パトロールなど）を月1回以上行っている地域・団体の数　　※H23時点で全コミュニティでの発足を目標

A 予定どおり（以上）である

19.救急・救
命体制の強
化

救急隊員の資質向上と救急装備の充実を図り、救急救命率の向上に努める。また、AEDなどを用いた救命講習の開催など、応急手当の普及、啓発に努め
る。

施策の
進捗に
ついて

応急手当講習の開催回数及び受講者数ともに計画を上回っているが、現行の
体制では講習回数の増加への対応が限界であるので、今後の体制について見
直しを検討する必要がある
（参考）H19指標の実績：①２０５４

救急救命率の向上に努めるため、今後も救急隊員の資質向上と救急装備の充
実を図るとともに、応急手当講習開催を継続していく

今後の
展開等
につい
て

2100

74.救急救命士養成事業（継続）

75.応急手当普及、啓発事業（継続）

78.消費者行政事業（拡大）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

消防本部

政策体系

Ⅲ-1 災害や犯罪から人
や地域をまもるまち

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る
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【施策の進捗について】
予定どおり進んでいる。

A 予定どおり（以上）である

【施策の進捗等について】
・予定どおり進んでいる。
【個別事項】
＜少年育成センター活動事業＞青少年の問題行動について、実態を十分に把握し、警察との連携のもと対策強化が必要との考えから、
事業の方向については「改善」とする。

特になし

1
次
評
価

防犯パトロール隊の結成については、前年度と同様15地区となっている。
（参考）H19指標の実績：①１５

施策の
進捗に
ついて

防犯パトロール隊については、残りの島しょ部においても早期に結成する必要
がある。市民の防犯意識を高めながら、今後子どもたちの不審者対策について
も検討を重ねていく必要がある。

今後の
展開等
につい
て

施策の概要

防犯教室などを行い、市民の防犯意識の高揚を図るとともに、地域ぐるみの防犯活動を推進し、関係機関と連携を図りながら犯罪発生の防止に努める。

2757

外
部
評
価

人

6

国・県消費者センターとの連携を図り、消費者団体の育成や消費生活情報の提供、消費者教育を推進する。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

・防犯対策の推進に異論はないが、警察行政に関係して交通安全対策などの他の施策もあり、「防犯協会」、「交通対策協議会」が統合して事
業が展開されれば補助金も有効活用され、対象となる市民にもメリットがあるのではないか。

8

外
部
評
価

セミナー開催により、消費生活や環境に関する関心度が高まるとともに、地域
へと広がりを見せている。
（参考）H19指標の実績：①なし②２１５

施策の
進捗に
ついて

生活環境部

消費者が犯罪にあわないよう、国、県からの情報について、そのつど市のホー
ムページに掲載するとともに,、可能な範囲での広報誌への掲載、コミュニティセ
ンターへの情報提供など、あらゆる機会を通じて情報発信を行ない、消費者の
保護に努める。

今後の
展開等
につい
て

197

A 予定どおり（以上）である

教育部

生活環境部

【施策の進捗等について】
・予定どおり進んでいる。
・成果指標「応急手当普及講習を受けた市民の数」について、実績値がすでに目標値を超えているので、目標値の見直しを検討すること。

A 予定どおり（以上）である

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価



判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

【施策の進捗について】
予定どおり進んでいる。

A 予定どおり（以上）である

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価

86.介護用品等購入助成事業（継続）

A 予定どおり（以上）である

健康福祉部

外
部
評
価

精神病床の削減が進み、退院支援施設の設置により地域移行が増加した。
（参考）H19指標の実績：①１３

施策の
進捗に
ついて

健康福祉部

今後もグループホームやケアホームの増加が見込まれ、障害者の地域生活へ
の移行は進むと思われるが、市として各種支援事業を改善しながら、障害者の
自立と社会参画をさらに進める必要がある。

今後の
展開等
につい
て

18

障害者が家庭や地域で安心して生活できるように、在宅福祉サービスの充実や医療費の助成などの生活支援を行う。また障害者の自立支援、社会参加を
進める。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

・高齢者・障害者福祉に関して多くの事業が展開され、多額の税金等が投入されている。現在はそれ相応の予算が組まれているが、5年後、10
年後の高齢化に市として対応できるのか。社会的弱者を救済するのは、国・地方自治体の責務であるが、将来高齢人口の増加は人口動態か
らみると確実であり、一方、経済の活性化は今後難しいことが予想される。社会保障制度とはいえ、必要に応じて見直す時期にきていると考え
る。
・高齢者は加齢とともに事故や事件の当事者となる割合が高くなっており、関係部局の連携により施策・事務事業を展開することが必要であ
る。また、個人情報保護法の関係により市役所から要支援者の情報が民間の行政協力者やボランテイアに伝わりにくくなっており、各事業を円
滑に推進する上で市役所職員での対応が必然的に多くなっているように思う。運用上の改善などの働きかけも必要ではないか。
・高齢者の社会参画と生きがいづくりのために、事業所との連携もできるのではないか。

0

施策の概要

地域包括支援センターを中心に、介護予防ケアマネジメント、総合相談支援事業、権利擁護事業など、包括的支援事業を進める。また、高齢者の在宅福祉
サービスや日常生活支援、施設福祉サービスの充実などを図るとともに、高齢者の社会参画と生きがいづくりに努める。

1422

外
部
評
価

件

・防犯対策の推進には異論はないが警察行政に関係する他の施策（交通安全対策）もあり「防犯協会」、「交通対策協議会」が統合して事業展
開がされれば補助金も有効活用され、対象となる市民にも対策面でのメリットがあるのではないか。
・9月から道路交通法が改定実施されるので、自転車の安全運転について一層の啓発を望む。

1
次
評
価

「介護予防により要介護者が減少した数」は前年度に比べ１．５倍となり、また
介護予防事業への参加者も増加しており、介護予防の意識向上が進んでい
る。
（参考）H19指標の実績：①５０

施策の
進捗に
ついて

一般高齢者の介護予防を地域コミュニティが主体となったモデル事業を実施し
ており、今後こうした取組をさらに拡大し、認知症予防などの意識向上を図って
いく。また、特定高齢者などで事業を受けた人が継続でき、また必要な人への
効果的な支援ができるよう事業内容の充実を今後も行っていく。高齢者の社会
参画、生きがいづくりのために、各種事業を継続して実施する。今まで介護予
防を行った人が継続でき、また必要な人への効果的な支援ができるよう事業内
容の見直しを今後も行っていく。

今後の
展開等
につい
て

83.包括的・継続的ケアマネジメント支援事業（継続）
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88.老人保護措置（継続）

89.老人生きがい対策事業（継続）

91.老人クラブ運営事業（継続）

90.高齢者就業機会確保事業（継続）

【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。

A 予定どおり（以上）である

【施策の進捗について】
予定どおり進んでいる。
【個別事項】
＜綾歌健康づくりふれあいセンター事業＞老朽化に伴う設備の更新は必要と思われるが、施設そのものが築後相当年数が経過している
ため、更新の内容については十分な検討が必要である。
＜老人生きがい対策事業＞「敬老祝い金」については、今後市民の意見を聞きながら、そのあり方を検討すること。

100.福祉ホーム事業（継続）

92.障害者自立支援給付事業（継続）

93.相談支援事業（拡大）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

生活環境部

政策体系

Ⅲ-1 災害や犯罪から人
や地域をまもるまち

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

79.交通安全対策事業（継続）

施策の
進捗に
ついて

地道な交通安全教育、キャンペーン等の効果が浸透し、交通事故発生件数は
平成19年度よりさらに減少している。
（参考）H19指標の実績：①１４６５

今後も、取組みの強化を図っていく。

今後の
展開等
につい
て

1300

関係機関や学校などと連携を図り、キャンペーンなどによる交通安全意識の啓発や交通安全教育を効果的に推進する。

1665

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①介護予防により要介護者が減少した数（介護予防しなかった場合の要介護者の将来予想数から介護予防事業後の要
介護者数を差し引いた数）

A 予定どおり（以上）である

22.交通安全
対策の推進

・高齢者・障害者福祉に関して多くの事業が展開され、多額の税金等が投入されている。現在はそれ相応の予算が組まれているが、5年後、10
年後の高齢化に市として対応できるのか。社会的弱者を救済するのは、国・地方自治体の責務であるが、将来高齢人口の増加は人口動態か
らみると確実であり、一方、経済の活性化は今後難しいことが予想される。社会保障制度とはいえ、必要に応じて見直す時期にきていると考え
る。
・高齢者は加齢とともに事故や事件の当事者となる割合が高くなっており、関係部局の連携により施策・事務事業を展開することが必要であ
る。また、個人情報保護法の関係により市役所から要支援者の情報が民間の行政協力者やボランテイアに伝わりにくくなっており、各事業を円
滑に推進する上で市役所職員での対応が必然的に多くなっているように思う。運用上の改善などの働きかけも必要ではないか。
・高齢者の社会参画と生きがいづくりのために、事業所との連携もできるのではないか。

A 予定どおり（以上）である

23.高齢者福
祉の充実

A 予定どおり（以上）である

人 0 31475

施策名

Ⅲ-1-3 事故・犯罪の発
生しにくい安全・安心なま
ちである

Ⅲ-2 住み慣れた地域で
健やかに暮らせるまち

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①市内の年間交通事故発生件数　　※毎年１％程度の減少を目標

8

Ⅲ-2-1 高齢者・障害者
が健康で安心して生活で
きる

人

24.障害者福
祉の充実

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

①施設に入所・入院していた障害者が、地域での生活に戻ることができるようになった人数

87.綾歌健康づくりふれあいセンター事業（改善）

80.介護予防特定高齢者施策事業（継続）

81.介護予防一般高齢者施策事業（拡大）

82.総合相談支援等事業（継続）

84.地域支え合い事業（継続）

85.老人介護支援センター事業（継続）

98.地域活動生活支援センター機能強化事業（改善）

99.日中一時支援事業（継続）

94.移動支援事業（継続）

95.居住支援等事業（継続）

96.コミュニケーション支援事業（継続）

97.日常生活用具給付事業（継続）



判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

119.教育・職業相談員設置事業（継続）

120.社会福祉施設管理運営事業（継続）

121.人権啓発促進事業（継続）

109.特定保健指導（改善）

102.1歳6ヶ月児健康診査（継続）

103.3ヵ月児健康診査（継続）

104.3歳児健康診査（継続）

106.乳児健康診査（継続）

107.40歳以上健康診査（継続）

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

①過去1年間に講演会、研修会などに参加したことのある市民の割合（平成17年2月人権・同和問題意識調査）

②基本的人権が憲法で保障されていることを知っている市民の割合（平成17年2月人権・同和問題意識調査） 人

％
11

(H20)

95

％

27.人権尊重
社会の実現

-

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

Ⅳ-1 互いの人権を尊重
し、個性と能力が発揮で
きるまち

Ⅳ-1-1 市民の人権が尊
重されている

-

施策名

Ⅲ-2-2 市民がともに支
え合い、地域の保健・福
祉が充実している

②各種がん検診受診率（受診した人数／受診対象者（40歳以上、子宮がん検診は20歳以上）数）　※毎年２％程度の増
加を目標 ％

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①福祉保健推進委員（担当地区の家庭（20世帯～50世帯）を訪問して要望や相談を聞き、援助の必要な人の早期発見に
努めたりする人）の数

40

60

11

45（移行）

32③【補完指標】特定健診受診率（受診者数／対象者数）

％

30

37.2

20

・男女共同参画室その他の関連機関と連携した事業を期待する。

A 予定どおり（以上）である

％
32

(H20)

26.地域保健
の充実

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

1500

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①基本健康診査受診率（受診した人数／受診対象者（40歳以上）数）　　※毎年1～２％程度の増加を目標

19.2

C かなり遅れている

25.地域福祉
の充実

すべての人が互いに思いやり、見守る地域福祉を充実し、福祉活動への市民の積極的な参加意識を啓発する。また、地域福祉活動を行うボランティア・ＮＰ
Ｏなどの団体の育成に努める。

施策の
進捗に
ついて

福祉保健推進委員の数については、これまでの充て職的なものではなく、各コ
ミュニティで実際に活動できる人に委嘱するよう見直したため、基準値より減少
した。
（参考）H19指標の実績：①１３７５

福祉保健推進委員制度については、今後地域コミュニティとの協働で展開する
必要がある。これまで行政主導型で小地域（20～50世帯）あたり１名にこだわり
過ぎた傾向がある。それぞれの地域の特性や温度差も考慮に入れ、見直す時
期に来ていると考える。

今後の
展開等
につい
て

1600

101.福祉保健推進委員見守り事業（改善）

117.人権擁護事業（継続）

118.人権問題推進活動援助事業（継続）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

健康福祉部

政策体系

Ⅲ-2 住み慣れた地域で
健やかに暮らせるまち

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る
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110.母子保健相談・指導事業（継続）

111.育児等健康支援事業（継続）

115.機能訓練事業（継続）

114.ヘルスプラン推進事業（継続）

113.健康教育・相談事業（継続）

112.児童ふれあい交流促進事業（縮小）

【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。

A 予定どおり（以上）である

【施策の進捗等について】
・各種がん検診の受診率が向上していないため、判定をＢとする。健診については、市民の利便性を考慮した実施方法へと改善すること。
また、今後医療ネットワークの再構築や救急医療体制の整備が必要である。
【個別事項】
●＜特定保健指導＞特定保健指導については、本年度から保健師により実施するので、コミュニティを単位に、地域に密着した指導方法
についても検討すること。●＜児童ふれあい交流促進事業＞県の補助制度終了により、事業費としては縮小することとなるが、実施内容を
工夫しながら事業の継続に努めること。●＜中讃圏域健康生きがい中核事業＞室内の健康器具を利用したトレーニングだけではなく、屋
外での活動なども取り入れ、できるだけ多くの市民を巻き込んだ事業となるよう検討すること。

●「福祉保健推進委員見守り事業」について、平成20年9月にかなり厳しく、かつ詳細な本委員会からの外部意見がなされる中で、また自らも
今回の１次評価で「かなり課題もある」とする中で、特段の見直しを講じることなく、平成21年4月から2カ年度もの期間の委嘱がなされている。
今後の早急かつ真剣な議論と検討を改めて求める。●見守り事業の根底に流れるものは人間の善意であり、善意をどう引き出すかのシステ
ム作りが必要である。現状の組織が機能していないとすれば、早急に元から改善すべきである。善意が基本といえども、善意を引き出すため
には動機づけが必要で、新たな組織づくりをどうするか、行政の手腕の見せどこである。●個人情報保護法の関係により、市役所から民間の
行政協力者やボランテイアなどに要支援者の情報等が伝わりにくく協力を得られにくい状況となっているため、各事業を円滑に推進するには、
市役所職員での対応が必然的に多くなるのではないか。●福祉保健推進委員・民生児童委員・母子愛育班・福祉ママ等、福祉関連諸団体の
再編・見直しを図り（兼任されている方が多い）団体のネーミングもわかりやすく、親しみやすいものに変えてみてはどうか。●委員への研修内
容を詳細にするなど、充実した制度としてほしい。

1
次
評
価

平成20年度の成果指標の実績値は、20.0％となり、目標設定値を下回ってお
り、成果指標の達成状況についての判定はＢとする。
（参考）H19指標の実績：①４３．２②２３．３③３２④１１

施策の
進捗に
ついて

・市民一人ひとりの実践及び地域、行政、関係団体等が一体となって支援する
環境づくりが必要であり、そのための健康増進計画（健やかまるがめ２１）の啓
発活動を今後も継続して推進する。医療機関の受診開始日を半月早めたり、集
団検診の開催日数を増やすなど、受診率の向上を目指していく。

今後の
展開等
につい
て

105.妊婦健康診査（拡大）

施策の概要

妊婦や乳幼児から高齢者に至るまでの各種健康診査を充実し、早期発見と早期治療を推進する。また、健康づくりの意識の高揚を図り、市民の自主的健康
づくりを進める。

1379

外
部
評
価

人

④【補完指標】特定保健指導実施率(動機づけ支援及び積極的支援利用者数／動機づけ支援及び積極的支援の対象とさ
れた人数)

35

市民一人ひとりの人権が尊重されるまちをめざし、国・県の「人権教育・啓発に関する基本計画」との連携を図り、本市の定めた「人権教育・啓発に関する基
本指針」に基づき、人権教育・啓発をあらゆる機会を通じて推進し、人権・同和問題の早期解決をめざす。また、人権相談など人権擁護活動を推進する。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

・市民が健康で生き甲斐をもって生活できるよう、きめ細かい支援をのぞむ。

22.8
(H17.2)

外
部
評
価

成果指標については、5年に一度の調査で次回は21年度実施予定としているた
め、現段階での実績数値はないが、講演会・研修会等への参加者が増加した
ことから人権尊重社会を築く為に市民の意識が高まっていると感じている。
（参考）H19指標の実績：①なし②なし

施策の
進捗に
ついて

生活環境部

人権相談及び人権擁護活動を充実する。また、広く市民に人権･同和問題につ
いて認識していただくために講演会・講座等を効果的に開催し幅広く人権教育・
啓発を行う。さらには、隣保館・児童館を通し人権啓発を行い、人権同和行政
の積極的推進を図る。

今後の
展開等
につい
て

88.8
(H17.2)

108.特定健康診査（改善）

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

生活環境部

健康福祉部

【施策の進捗等について】
少子高齢化が進む中で、特に「地域社会」という枠組みでの福祉に関する総合的な施策展開が、今後ますます重要になるものと思われ
る。本市ではこれまで、様々な福祉施策に加え、地域住民による「見守り活動」を推進してきたが、その活動内容や考えが市民に十分に浸
透しておらず、現在のところ顕著な成果が見られない状況から、判定をＣとし、手法等について抜本的な見直しを行うものとする。
【個別事項】
＜保健福祉推進委員見守り事業＞それぞれのコミュニティで制度のあり方について考えてもらうなど、もっと踏み込んだ取組を行い、次の
委員委嘱の年（平成23年度）までに、制度内容の見直しを行うこと。

C かなり遅れている

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価



判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

【施策の進捗等について】
指標「市が設置する審議会等への女性委員の割合」計画どおり向上していないため、判定をＢとする。今のままでは目標達成が難しいと思
われるので、担当課への調査・推進の方法を再検討する必要がある。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価

A 予定どおり（以上）である

教育部

外
部
評
価

学力調査正当率を除いては、おおむね予定通りの実績が得られている。学力
調査については、１9年度に比べ思考力・表現力を問う問題に弱さが見られ、課
題が明らかになってきた。
（参考）H19指標の実績：①８０②７８③小学校７．０中学校８．４④なし⑤丸亀産
１５．８県内産４９．２

施策の
進捗に
ついて

教育部

学校の増改築については、年次計画に沿って実施する。給食については、子ど
もたちに栄養を摂取することの大切さ等を教えるとともに、県が進める地場産物
を推進し、できるだけ市内及び県内産を使用するように努める。学力調査につ
いては継続して実施し、年度末に1年間の学習成果を測ることとする。また、今
後の丸亀市の義務教育のモデル校として、小中一貫教育校の導入に取り組ん
でいく。

今後の
展開等
につい
て

小:  5
中:10

丸:25
県:60

75

④子ども会活動などの指導者養成を目的とした研修の年間開催回数

88.6

学力の向上と人間性・社会性の基礎を養うために、教育内容の充実を図る。また、校舎や園舎などを計画的に増改築し、安全でゆとりのある誰もが使いや
すい学校施設を整備する。さらに、学校給食の充実と衛生管理の徹底を図るため、学校給食センターを統合・新築するとともに、地産地消の推進と食文化の
継承に取り組む。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

・人間形成のうえで最も大切なことは、幼児期の教育であると考える。まちづくりの原点は心豊かな人づくりからであり、教育現場と家庭、地
域、また世代間の交流に努めることである。
・「丸亀市子ども読書活動推進計画」に掲げた内容について実施できていることと、できていないことを検証し、次期計画が実りあるものになる
ように努力してほしい。

74.3

施策の概要

親子のふれ合いや世代間交流を大切にした地域での活動を推進する。また、子どもたちが優れた芸術や図書などにふれることができる環境を整え、子ども
たちの感性の育成に努める。

27.3
(H21.4)

外
部
評
価

％

・男女共同参画推進条例が施行され、プランの見直しもされる時、機会をとらえて、検証と推進のための展望をもってもらいたい。

1
次
評
価

図書購入の1/3を児童図書として購入し、計画的に児童図書の増冊を行ってい
る。ブックスタートボランティアとの連携も深まっている。また、子ども会活動に
ついては、交流を図る行事を実施している団体が増加しているが、校区・単位
子ども会ともに、活動が活発な団体と退会する団体との二分化といった問題が
ある。
（参考）H19指標の実績：①１３１９６８②１１③４④１

施策の
進捗に
ついて

児童図書の充実を継続し、ブックスタートボランティアとの連携を一層推進して
いく。また、単位子ども会・校区子ども会等活動を通して、地域の連携を深め、
子ども会活動を拡充し、子どもの健全育成を図っていく必要がある。

今後の
展開等
につい
て

126.少年教育事業（継続）
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【施策の進捗等について】
・予定どおり進んでいる。
・青少年の健全育成活動を積極的に行い、いじめや不登校への対策が必要である。特に、中学生を中心とする問題行動への対応につい
ては、情報収集を十分に行い実態の把握に努め、警察との連携のもと非行防止対策を強化すること。
【個別事項】
＜新学校給食センター新築移転整備事業＞センター完成を機に、幅広く関係機関と連携し、安全食材の確保及び農産物、海産物の地産
地消を推進すること。

A 予定どおり（以上）である

【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。

127.小学校施設増改築事業（継続）

128.中学校施設増改築事業（継続）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

企画財政部

政策体系

Ⅳ-1 互いの人権を尊重
し、個性と能力が発揮で
きるまち

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

122.男女の対等な参画推進事業（継続）

施策の
進捗に
ついて

平成20年度の成果指標の実績値①市が設置する審議会等における女性委員
の割合は、27.3％(目標値34％）　②市が設置する審議会等のなかで女性がい
ない審議会等の割合は  14.6 ％（目標値10％）で、目標値に対しやや遅れてい
るため、施策の進捗に対しては判定をBとする。
（参考）H19指標の実績：①２５．０（Ｈ２０．４）②１４．０（Ｈ２０．４）

当該施策の遅れを解消するため、改選期を迎える審議会等に対し、平成22年
度の目標達成に向けての女性の登用を強く依頼する。

今後の
展開等
につい
て

40
(H22.4)

14.6

男女の人権を尊重し、社会・職場・家庭などあらゆる分野において、男女が対等に参画できる社会をめざす。

0

20.6
(H18.4)

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①市立図書館の児童図書数　　※毎年購入図書（10000冊程度）の１／３を児童図書とする

5

32.5

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

28.男女共同
参画社会の
実現

・新学校給食センターでの6500食について、農産物（主に野菜、果物）の地産地消率を高めるべく早急な対応が必要ではないか。新学校給食
センターの供用開始まで6ヶ月余りと余裕がなく、ＪＡ香川県仲多度地区本部並びに丸亀市内のＪＡ各支店農産物生産者部会に説明・協議し協
力を再度要請し、地産地消による農産物の円滑な供給が必要である。
・子どもたちがこれからの社会を生き抜く力、生きた学力を身につけるための教育のあり方を考えてほしい。その基礎力を育む学校図書館が、
読書センター・学習情報センターとして十分に機能を発揮するために、「丸亀市子ども読書活動推進計画」にも明記してある学校図書館指導員
の配置を計画的に増やしてほしい。

A 予定どおり（以上）である

団体 3

29.子どもの
感性の育成

A 予定どおり（以上）である

③年に3回以上、親子のふれあいや世代間交流を図る行事が開催されている校区子ども会数

冊

8

123000

11

3

7

1

140000137997

5

施策名

Ⅳ-1-2 男女が対等に社
会に参画し、ともにいきい
きと暮らしている

②ﾌﾞｯｸｽﾀｰﾄ事業（乳幼児と保護者に絵本と手引書を手渡し、読み聞かせや本の大切さについて説明などを行う事業）にﾎﾞ
ﾗﾝﾃｨｱとして関わる人の数 人

Ⅳ-2 元気で心豊かな子
どもたちが育つまち

％

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①市が設置する審議会等における女性委員の割合

②市が設置する審議会のなかで女性がいない審議会の割合

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

小:16
中:19

小:5.8
中:7.6

Ⅳ-2 元気で心豊かな子
どもたちが育つまち

Ⅳ-2-2 子どもたちの学
習する環境が整っている

82.9

％
丸:10
県:49

丸:16
県:48

小: -
中: -

Ⅳ-2-1 人に対するやさし
さやマナー・豊かな感性
が育っている

回 1

小:10
中:12

80

％

30.学校教育
の充実

82

％

⑤地産地消率（全体の給食材料（野菜・果物等）に対し、丸亀産（県内産）材料が占める割合）

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

④児童・生徒の朝食欠食率（小中学校児童・生徒が朝食を週2回以上欠食する率）

①老朽化や教室不足のための増改築が完了した学校の割合

②学力調査正答率（市の小中学校の学力調査において、教科別・学年別の正答率平均値が期待正答率を上回った割合）

③給食の残菜率（生徒が食べ残した給食の割合）

小:15
中:20

％

％

123.子ども図書購入事業（継続）

124.ブックスタート事業（継続）

125.芸術鑑賞教室開催事業（拡大）

133.丸亀っこの食育推進事業（継続）

129.幼稚園施設増改築事業（継続）

130.小学校学力調査（継続）

131.中学校学力調査（継続）

132.新学校給食センター新築移転整備事業（継続）



判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

142.文化芸術振興事業（継続）

143.美術館管理運営事業（継続）

144.市民会館・綾歌総合文化会館管理運営事業（継続）

146.図書館運営事業（継続）

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

①学生の海外交流都市への派遣者数（累計）　　※毎年20人の募集

Ⅳ-3-1 芸術・文化活動
や人と人の交流を通じ、
生きがいを感じている

％
45

(H17.9)

人

33.国際交流
の推進

318

施策名

Ⅳ-2-3 安心して子育て
ができる環境が整ってい
る

②市立図書館の年間利用者数　　※毎年2000人の増加を目標 人
Ⅳ-3 市民が生きがいを
もって暮らせるまち

人

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①地域子育て支援センターの設置箇所数

②放課後留守家庭児童会の待機児童数　　※現在の待機児童数0人を継続する。

48

30000

-

480000466979

31231③市立図書館の登録者数

冊

130000

430000

137612

・現在国際交流への取組は、在住外国人の対応と中学生の派遣事業のみのように思われる。「四国職業能力大学校」についても存続が先行
き不透明であり、新たな大学誘致を考えるなど、世界の中の日本（丸亀）を考えた時、子どもたちをはじめ市民が夢や希望を持てるよう、新たな
取り組みが必要である。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

人 15000

32.芸術文化
活動等の推
進

A 予定どおり（以上）である

220

6

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①市立図書館の図書数　　※毎年10000冊増加を目標

120000

0

A 予定どおり（以上）である

0

31.子育て支
援の推進

1

140.家庭教育事業（継続）

141.乳幼児医療給付事業（拡大）
0

③休日保育実施箇所数

④一時保育実施箇所数

⑤特定保育実施箇所数

地域子育て支援センターによる子育てに関する相談事業や講習会の開催、さらに延長保育や一時保育などを推進し、安心して子育てができる環境づくりに
努める。

0

施策の
進捗に
ついて

子育て支援センターの設置及び休日・一時・特定保育については、前年度と変
わっていないが、保育所の民営化と併せて拡充する予定である。また、放課後
留守家庭児童会の待機児童数は０人を継続できている。
（参考）H19指標の実績：①６②０③１④７⑤０

保育事業については、市民の意見を踏まえながら、保育ニーズに応じたサービ
スが提供できる環境づくりが必要である。また、放課後留守家庭児童会につい
ては、就労等の理由により保護者等が昼間家庭に不在の児童を安心できる環
境で保育し、健全な育成が図られるよう継続して実施する必要がある。

2

今後の
展開等
につい
て

7

9

2

134.地域子育て支援センター事業（拡大）

135.延長保育事業（拡大）

136.一時保育事業（拡大）

137.休日保育事業（改善）

138.放課後留守家庭児童会事業（改善）

139.放課後子ども教室事業（改善）

147.都市交流推進事業（継続）

148.外国人受入環境整備事業（継続）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

健康福祉部

教育部

政策体系

Ⅳ-2 元気で心豊かな子
どもたちが育つまち

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

箇所
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【施策の進捗等について】
昨年度は、中国・張家港市からの受入の年であったが、地震等中国国内の事情により実現しなかったことから、施策の進捗については判
定をＢとする。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

【施策の進捗等について】
・予定どおり進んでいる。
・成果指標「市立図書館の年間利用者数」について、実績値がすでに目標値を超えているので、目標値の見直しを検討すること。
【個別事項】
＜美術館管理運営事業＞昨年度の入館者数が基準値（平成18年度時点）と比べ18000人近く減少しており、もう少し市民が親しめる企画
の検討が必要との考えから、事業の方向については「改善」とする。
＜図書館運営事業＞３館それぞれの特色を活かし、市民の利便性を考慮しながら、より充実したサービスが提供できるよう、運営方法を検
討すること。

350

箇所

・保育所の移転、統合、民営化などについては、地域住民や利用者、専門家の意見を聞き、慎重に進めてほしい。
・保育所が行う地域子育て支援センター、保健師が行う子育て支援以外は、他市と比較しても、多様なニーズに合う子育て支援が進んでいな
い。つどいの広場や子育て相談など、多様なニーズに対して、いろんな選択が出来る、きめ細かい子育て支援を充実させてほしい。

1
次
評
価

毎年度計画どおりの図書購入をし、図書館サービスの充実を図ることにより図
書館利用者数、登録者数ともに前年度より増加している。生涯学習人材バンク
の登録者数については、高齢者の理由により登録辞退者が多く出たため、当
初の基準値よりかなり下回る結果となった。
（参考）H19指標の実績：①４５１４２５②１２８８１４③２７９２１④なし⑤２２０

施策の
進捗に
ついて

文化の創造は市民が行うほうが自然であることや市民文化の底上げが様々な
分野に影響を与え、その結果が地域の発展につながっていくことから、文化振
興を推進していくに当たっては、「市民が主役」と位置づけ、各種施策を講じる。
図書館運営については、今後も、適正な選書により図書購入を行い、利用者
数、登録者数の増加を図る。

今後の
展開等
につい
て

145.市民講座開設事業（継続）

施策の概要

美術館、資料館、図書館などの資料の充実を図り、優れた芸術や豊富な図書などに接することができる環境を整える。また、芸術・文化活動や芸術祭など活
動発表の場を充実し、市民会館や綾歌総合文化会館での自主文化事業など地域に根づいた芸術・文化の振興に努める。

7

6

0箇所

外
部
評
価

箇所

7

1

300

④「芸術・文化が振興されている」と感じる市民の割合（平成17年9月市民アンケート調査）

370

国際交流協会などと連携し、海外都市交流や国際文化交流活動を進める。また、在住する外国人に生活情報を提供するなど、外国人が生活しやすい環境
づくりに努める。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

人

・文化施策は、すぐに結果が見えないことが多いが、とても大事だと思う。市民が主役となって創造していくための環境整備には、市が責任を
もって物的・人的投資を惜しまず、積極的に取り組んでほしい。

278

⑤生涯学習人材ﾊﾞﾝｸの登録者数

外
部
評
価

平成２０年度から募集対象を、中学生１．２．３学年とし、定員２０名に対し、３６
名の応募があった。
（参考）H19指標の実績：①２９８

施策の
進捗に
ついて

総務部

海外都市との交流については、募集対象を中学生全学年に拡大することによ
り、参加者の増加につながると思われるため今後も継続したい。また、本市在
住の外国人は年々増加しており、外国人が生活しやすい環境を整える必要性
が高まっている。今後、海外都市との交流を進めるとともに、外国人受入環境
整備し、国際交流の推進を図りたい。

今後の
展開等
につい
て

A 予定どおり（以上）である

教育部

【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。
【個別事項】
保育サービスに関する個々の事業については、現在「丸亀市保育所民営化等方針」の内容・考え方を市民に説明しているところである。今
後市民のニーズを十分に把握しながら、市全体としてサービスのあり方を決定していく必要があるため、現時点では事業の方向を「現状の
まま継続」とする。

A 予定どおり（以上）である

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価



判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

【施策の進捗等について】
スポーツ施設の利用者数が、目標に対しあまり増加していないため、施策の進捗については判定をＢとする。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価

A 予定どおり（以上）である

企画財政部

総務部

外
部
評
価

コミュニティセンター市長室（市長と語る会）へと手法を変更したことにより参加
人数は減少した。
（参考）H19指標の実績：①７８４

施策の
進捗に
ついて

総務部

平成19年度の反省点から、個別面談を重視したコミュニティセンター市長室へ
とリニューアルした。今後は、これまでにまちづくり懇談会、タウンミーティング、
コミュニティセンター市長室での意見や提言を実現してく段階にある。その点を
踏まえて、会のあり方を検討いたしたい。

今後の
展開等
につい
て

950

市政の情報を発信し市政運営への関心を高め、適切な手法を用いて、市民からの提案や意向を把握し、政策立案や施策事業の計画づくりに反映する。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

特になし

0

施策の概要

誰もが市政の情報を理解できるように、広報紙やホームページ、さらにはケーブルテレビなどを活用し、新しい情報を迅速に提供していく。また、市政に関す
る重要な事項の説明や、きめ細かな情報の提供については、直接対話の機会をもうける。

34883

外
部
評
価

件

特になし

1
次
評
価

ホームページのトップページへのアクセス数は、市民の市政への関心のみなら
ず「丸亀市」の認知度の指標でもある。前年度に続き、目標値は超えているが、
なお内容を充実し、アクセス件数の増加を目指したい。
（参考）H19指標の実績：①３９０４９３

施策の
進捗に
ついて

ホームページ、広報紙、ＣＡＴＶを情報発信における重要な手段として位置づ
け、個々の特長を活かしながら市政や地域に関する情報を効果的に発信する
ことで、市政の情報を市民と共有するとともに、地域活動の活性化につなげた
い。また、平成23年度目標を410,000へと変更いたしたい。

今後の
展開等
につい
て
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【施策の進捗等について】
タウンミーティングについては、昨年度、個別面談を重視した手法へと見直した結果、市民から忌憚のない意見を聞くことができたが、反面
参加者数が減少したことから、施策の進捗については判定をＢとする。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

【施策の進捗等について】
・予定どおり進んでいる。
・成果指標「ホームページのアクセス件数」について、実績値がすでに目標値を超えているので、目標値の見直しを検討すること。

159.広聴活動事業（改善）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

都市経済部

教育部

政策体系

Ⅳ-3 市民が生きがいを
もって暮らせるまち

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

149.総合運動公園整備事業（継続）

150.香川丸亀国際ハーフマラソン大会開催事業（継続）

151.市民体育推進事業（継続）

152.市民体育祭開催事業（継続）

153.体育協会育成事業（継続）

154.体育施設開放事業（継続）

施策の
進捗に
ついて

平成20年度は、市民プールの一般開放を休止したり、渇水により体育施設の
利用にも一部制限があった関係などにより、スポーツ施設利用者が減少した。
（参考）H19指標の実績：①４１９２５②６０９４１０

スポーツ施設の利用を促進し、市民の体力向上・健康の保持増進及び生涯ス
ポーツ人口の底辺拡大を図る必要がある。また、香川丸亀ハーフマラソンは、
平成20年度から国際大会となっており、より参加者にとって楽しんでもらえる魅
力ある大会運営と香川県、丸亀市を全国にPRできるような大会にしていく必要
がある。

今後の
展開等
につい
て

42000

155.少年スポーツ活動育成事業（継続）
602685

市民のスポーツに対する関心と意欲を高め、スポーツ施設の充実と利用の促進に努める。また、スポーツ活動を推進し、関係団体の育成と相互の交流を促
進する。

667000

40000

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①ホームページの年間アクセス件数（ホームページのトップページにアクセスした年間の件数）　　※月平均約30000件の
アクセスを目標

607000

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

34.スポー
ツ・レクリ
エーション活
動の振興

特になし

C かなり遅れている

35.情報の発
信と地域情
報化の推進

A 予定どおり（以上）である

件 310000 400000407453

施策名

Ⅳ-3-2 ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮ
ﾝ活動を通じ、生きがいを
感じている

Ⅴ-1 市民がつくるまち

人

Ⅴ 自治・自立のまちを創
る

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①市のスポーツ施設の年間利用件数　　毎年500件の増加を目標

②市のスポーツ施設の年間利用者数　　※毎年10000人の増加を目標

Ⅴ 自治・自立のまちを創
る

Ⅴ-1 市民がつくるまち

Ⅴ-1-2 市民が市政に参
画している

256

Ⅴ-1-1 市政に関する情
報が共有されている

人

36.市民参画
の促進

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

①タウンミーティング（市長と語る会）の年間参加者数　　※１７のコミュニティで開催し、1会場当たり５０～６０人の参加を
目標

156.広報紙発行事業（改善）

157.ホームページ運営事業（継続）

158.ケーブルテレビ促進事業（改善）



判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる）

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

162.協働事業（改善）

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

①コミュニティセンターの年間利用者数　　※毎年１００００人程度の利用者の増加を目標 人

39.コミュニ
ティ活動の
活性化

Ⅴ 自治・自立のまちを創
る

Ⅴ-1 市民がつくるまち

Ⅴ-1-4 地域ｺﾐｭﾆﾃｨが自
らまちづくりに取り組んで
いる

223263

施策名

Ⅴ-1-3 市民と市の協働
によりまちがつくられてい
る

②協働促進事業実施数（市が実施している事業の一部を、H17以降で市民活動団体が担う数）　　※市の各部署の提案に
より、H19から毎年１０件程度の実施を目標 件

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①ネットワークに登録した市民活動団体数（基準値は、H17末現在で市が把握している団体数）　※H20にネットワークを構
築し、H23に１６０団体の登録を目標

1613件

48

4

2

・コミュニティセンターの利用について、一部地域でセンターの改修工事が影響したとはいえ、市全体で前年度に比べ大幅に利用者数が減少し
ている状況や、コミュニティまちづくり計画について、平成21年度には17地区すべてのコミュニティで計画が策定されることを目標にしているにも
関わらず、これまでに4地区だけが策定済となっている状況を見る限り、施策の進捗がＡ評価（予定どおり（以上に）進捗している）とはいえな
い。
・コミュニティセンターの年間利用者数が昨年と比較して減少している。センターの所長の熱意も重要であり、所長は地域住民に徹して校区発
展の先導者になる責任がある旨を、所長会等においても指導すべきである。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

38.協働事業
の推進

C かなり遅れている

（84）

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①公募型協働事業実施数（市民活動団体などからの提案と市からの提案による協働事業の実施数）　　※毎年新たに２
以上の協働事業の実施を目標

0

C かなり遅れている

37.市民活動
団体の支
援・充実

市民活動団体と行政、さらには市民活動団体相互の連携を図り、よりいっそう充実した市民活動が活発に行われるための環境整備と体制づくりを行なう。

施策の
進捗に
ついて

平成20年度にネットワークを構築し、75団体が登録された。
（参考）H19指標の実績：①なし

今後順次市民活動のネットワークの拡大を図り活動の輪を広げる必要がある。
そのためには、活動の拠点となる「市民活動推進センター」を早期に設置する
必要がある。

今後の
展開等
につい
て

160

160.市民活動支援センター事業（改善）

161.市民活動団体ネットワーク構築事業（継続）

163.コミュニティセンター施設整備事業（改善）

164.コミュニティまちづくり計画策定事業（拡大）

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

生活環境部

政策体系

Ⅴ-1 市民がつくるまち

Ⅴ 自治・自立のまちを創
る
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【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。

A 予定どおり（以上）である

【施策の進捗等について】
昨年度は、提案公募型協働事業として2事業が実施されたが、一方、市の側からの提案による協働事業が積極的に実施されていない状況
から、判定についてはＢとする。

・「市民活動推進センター」の設置が遅れている。市民（団体）・コミュニティ・行政の連携、交流拠点の整備が急がれる。
・「市民活動推進センター」の運営形態については、平成18年から2年余りかけて「協働推進条例策定検討委員会」、「協働推進計画検討委員
会」等において充分検討している。まずは、設置場所を決めることが急がれており、いつまでも検討中としないで欲しい。

1
次
評
価

平成20年度は、提案公募型協働事業として、「災害時における要援護者の支援
体制づくり」、「子どもから高齢者までを対象としたスポーツの推進」の2事業を
実施した。
（参考）H19指標の実績：①１０②１

施策の
進捗に
ついて

研修会等を実施しながら協働事業に対する理解を深め、市民活動団体提案に
よる協働事業の拡大を図る必要がある。また、平成21年度からは、市民からの
提案によるものばかりではなく、市からも積極的に事業を提案し、さらに協働事
業を推進したい。

今後の
展開等
につい
て

施策の概要

市民活動団体の専門性を活かし、行政と対等な立場で事業を展開していくため、双方提案による協働事業を進める。

74

外
部
評
価

団体

277000

市民の連帯意識を高めるため、地域活動の拠点となるコミュニティ施設を整備するとともに、地域住民の交流活動の活性化に努める。また、自治会活動を支
援し、自治会への加入促進に努める。

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

・「協働促進事業」が遅れており、市民からの提案（提案公募型協働事業）だけではなく、市からの積極的な働きかけが重要と考える。
・市役所の担当課だけで推進することが困難な業務でも、市民と協働することにより課題解決が可能となることも多いと思われる（たとえば、丸
亀駅前の植栽など）。このような取組を進めるためには、市民協働の窓口となるコーディネータが必要である。
・見方を変えると、市役所は良きパートナーたり得ないと逆に市民から思われている一面もあるわけであり、「協働」を進めていくときに、市民サ
イドから見て市役所に何が欠けているかについて「教えを請う」スタンスも重要。意見交換会やアンケート調査などで、自由に指摘してもらっ
て、真剣に市民の生の声を把握することも大切である。

212000

外
部
評
価

平成20年度は、コミュニティセンターを改修した地域があったため、コミュニティ
センターの年間利用者数については、前年度より減少した。
（参考）H19指標の実績：①２６７１８６

施策の
進捗に
ついて

生活環境部

現在4地区において「地域コミュニティまちづくり計画」の策定を終えているが、
地域が主体となり地域の特性を活かしたまちづくりを進めるため、さらに全ての
地域で計画が策定されるよう推進する必要がある。また、計画策定の促進と地
域活動を支援するため、平成21年度から計画に盛り込まれた取組に対する市
の補助制度を設けることとした。

今後の
展開等
につい
て

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

生活環境部

【施策の進捗等について】
昨年度は、NPOなど74の団体が市に登録され、市民活動のネットワークが築かれつつあるが、拠点となる市民活動推進センターの設置が
遅れていることから、判定をＢとする。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価



判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定 A 予定どおり（以上）である

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

意見
・
提言

所見
・
指示
事項

【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。

A 予定どおり（以上）である

1次評価・2次評価 所管部

1
次
評
価

2
次
評
価

A 予定どおり（以上）である

企画財政部

外
部
評
価

施策の
進捗に
ついて

今後の
展開等
につい
て

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

外
部
評
価

特になし

施策の概要

行政事務の電子化により、事務処理の効率化、迅速化を図るとともに、各種申請・届出手続きを容易にし、市民サービスのいっそうの向上を図る。

990
(H21.4)

外
部
評
価

人

●職員の意識改革が最も大切であり、徹底的に意識改革に努めるべきである。例えば、職員全員ローテーションを組んで民間へ派遣し、民間
の厳しさを体験してもらい本来の業務に活かすべく知恵を出し合い、共に汗をかくことが人材育成、定員適正化等全ての問題解決につながる
ものと考える。●総合的な人材育成も大切だが、図書館のように専門の司書が職場で長く経験を積むことによって、すぐれた司書として育成さ
れていく職場もあると思う。スキルを継承していくため、若い人材育成が急務ではないか。図書館では司書資格を有した非常勤職員が不可欠
の活躍をしているが、雇用期限がある。図書館に限らず他の部署でも非常勤職員に頼らざるおえない現状がある。非常勤職員の継続雇用と
段階的昇給を取り入れている自治体もあるので、雇用のあり方の見直しを検討してほしい。●「丸亀市定員適正化計画」での職員数（正規職
員数）については計画通り推移しているが、一方で、臨時職員については合併後5カ年間、全職員の3割を超過しており、恒常的な正規職員の
不足を招いているようにも思われる。市民に負担をかけないで何かいい手立てはないのだろうか。●退職職員不補充による職員不足で、継続
的に安定したサービスを提供するのに支障をきたす職場については、増員すべきである。

1
次
評
価

庁内ネットワークについては、出先機関に至るまで全て整備されており、電子自
治体に向けての取組が着実に進展している。また、パソコンの保有率について
は、現業職員を除くと、90％に近い数字となっている。

施策の
進捗に
ついて

今後、老朽化したサーバやクライアントパソコンのリプレースによる継続的な改
善と、さらに電子文書管理・電子決裁・電子調達等についても検討する必要が
ある。また、庁外に向けての事業については、市民のニーズに合致した方策が
必要であり、利用実績がほとんどない電子申請については平成21年3月末を
もって撤退した。

今後の
展開等
につい
て
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【施策の進捗等について】
予定どおり進んでいる。

平成21年度　施策評価結果一覧

事務事業（1次評価の方向性）

総務部

政策体系

Ⅴ-2 市民とともに改革す
るまち

Ⅴ 自治・自立のまちを創
る

165.職員研修（継続）

施策の
進捗に
ついて

勧奨退職者等により、職員数の削減は、前倒しとなっている。
（参考）H19指標の実績：①１０４４(H２０．４)

定員適正化計画における目標数値980人体制へ向け、前倒しとなっているが、
今後とも民間委託や事務事業の見直しを進め、職種等により必要な職員は採
用しながら、スリムで効率的な体制に向け取り組んでいきたい。

今後の
展開等
につい
て

980
(H22.4)

合併の効果を活かしながら、事務事業の見直しや民間委託などを行い、職員数の削減を図る。また、多様化する市民ニーズの変化に柔軟かつ的確に対応
できる職員を育成するため、「人材育成基本方針」に基づき、職員研修などを充実し、総合的な人材育成に努める。

1203
(H17.4)

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

A 予定どおり（以上）である

40.定員管理
の適正化と
人材育成

41.電子自治
体の推進

A 予定どおり（以上）である

施策名

Ⅴ-2-2 効率的な行政ｼｽ
ﾃﾑが構築されている

成果指標（基準値：H17、実績値：H20、目標値：H23）

①市役所の職員数　　※退職者原則不補充によりH22年４月現在で基準値より１８．５％削減を目標

2
次
評
価

1
次
評
価

2
次
評
価

166.電子入札システム導入事業（継続）

167.庁内ネットワーク整備事業（継続）
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